
３.  中間財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 

 
（単位：千円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
％ ％ ％

Ⅰ

1 現 金 及 び 預 金 ※2 2,445,885 980,465 1,865,025

2 受 取 手 形 2,205 - -
3 売 掛 金 794,585 861,104 1,183,646

4 有 価 証 券 - 901,787 402,121

5 た な 卸 資 産 116,134 199,381 150,889
6 そ の 他 456,597 244,087 399,736
貸 倒 引 当 金 △ 1,514 △ 2,467 △ 2,800

3,813,893 53.6 3,184,358 49.7 3,998,620 54.9
Ⅱ

1 有 形 固 定 資 産 ※1 243,153 3.8

(1) 工 具 器 具 及 び 備 品 369,591 435,087
(2) そ の 他 22,687 21,184

392,278 5.5 456,271 6.3

2 無 形 固 定 資 産 65,569 0.9 61,267 1.0 57,720 0.8
3 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 979,815 959,565 927,301

(2) 関 係 会 社 株 式 889,704 709,836 568,536
(3) 出 資 金 706,106 1,069,344 1,026,987
(4) そ の 他 264,964 184,836 243,773

2,840,589 39.9 2,923,582 45.6 2,766,598 38.0
3,298,437 46.4 3,228,002 50.3 3,280,590 45.1
7,112,330 100.0 6,412,361 100.0 7,279,210 100.0

Ⅰ

1 買 掛 金 63,984 294,728 408,914

2 そ の 他 250,138 89,791 533,280
314,123 4.4 384,519 6.0 942,194 12.9
314,123 4.4 384,519 6.0 942,194 12.9

Ⅰ 2,206,025 31.0 2,098,000 32.7 2,101,125 28.9
Ⅱ ※3 555,083 7.8 4,102,500 64.0 4,105,625 56.4

Ⅲ

1

(1) 資 本 準 備 金 減 少 額 3,780,408 - -

2 257,110 △ 172,657
130,266

4,037,518 56.8 △ 172,657 △ 2.7 130,266 1.8
6,798,627 95.6 6,027,842 94.0 130,266 1.8

Ⅳ △ 420 - -

6,798,207 95.6 6,027,842 94.0 6,337,016 87.1
7,112,330 100.0 6,412,361 100.0 7,279,210 100.0

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成13年9月30日現在）（平成13年3月31日現在）

前中間会計期間末当中間会計期間末

（平成14年3月31日現在）

資 産 合 計

（負　債　の　部）

流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

（資　　産　　の　　部）

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

負 債 合 計

（資　本　の　部）

資 本 準 備 金

その他の剰余金又は欠損金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

中間（当期）未処分利益又は
中間未処理損失（△）

その他の剰余金又は欠損金合計

そ の 他 の 剰 余 金

資 本 金

自 己 株 式

期別

科目



(2) 中間損益計算書 
(単位：千円）

百分比 百分比 百分比
％ ％ ％

Ⅰ 1,239,423 100.0 1,122,047 100.0 2,921,540 100.0

Ⅱ ※5 747,498 60.3 1,080,979 96.3 2,148,031 73.5
売 上 総 利 益 491,924 39.7 41,068 3.7 773,508 26.5

Ⅲ ※5 410,907 33.2 296,597 26.4 680,519 23.3

営業利益又は損失（△） 81,017 6.5 △ 255,529 △ 22.8 92,988 3.2
Ⅳ ※1 100,601 8.1 116,541 10.4 129,849 4.4
Ⅴ ※2 24,487 2.0 22,698 2.0 51,846 1.8

経常利益又は損失（△） 157,130 12.7 △ 161,686 △ 14.4 170,991 5.9
Ⅵ ※3 103,472 8.3 - - 255,580 8.7
Ⅶ ※4 59,523 4.8 - - 17,405 0.6
税引前中間（当期）純利益
又 は 中 間 純 損 失 （ △ ）

201,079 16.2 △ 161,686 △ 14.4 409,167 14.0

法人税、住民税及び事業税 94,187 1,900 138,043

法 人 税 等 調 整 額 △ 19,951 74,235 6.0 △ 67,557 △ 65,657 △ 5.9 64,228 202,272 6.9
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益
又 は 中 間 純 損 失 ( △ )

126,843 10.2 △ 96,029 △ 8.6 206,895 7.1

前期繰越利益又は損失（△) 130,266 △ 76,628 △ 76,628

中間（当期）未処分利益
又は中間未処理損失（△） 257,110 △ 172,657 130,266

営 業 外 費 用

特 別 利 益

前中間会計期間

自　平成12年10月1日

至　平成13年3月31日

金額

当中間会計期間

自　平成13年10月1日

至　平成14年3月31日

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

金額 金額

前事業年度の
要約損益計算書

自　平成12年10月 1日

至　平成13年 9月30日

期別

科目



（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 
   期  別 

 

項  目 

第７期 中間会計期間 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１４年 ３月３１日 

第６期 中間会計期間 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ３月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

１．資産の評価基準及び

評価方法 
 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

総平均法による原価法

を採用しております。 

②その他有価証券 

時価のないもの 

総平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

①仕掛品 個別法による原

価法 

②貯蔵品 先入先出法に基

づく原価法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

 

②その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

(2)たな卸資産 

①仕掛品 同左 

 

②貯蔵品 同左 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社

株式 

    同左 

 

②その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

(2)たな卸資産 

①仕掛品 同左 

 

②貯蔵品 同左 

２．固定資産の減価償却

方法 

(1)有形固定資産  

定率法によっております。 

なお耐用年数は、以下の通

りです。 

建物 15年 

車両運搬具 6年 

工具器具及び備品6～15年 

(2)無形固定資産  

定額法によっております。

但し、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内にお

ける利用可能期間（5年）に

基づく定額法によっており

ます。 

(1)有形固定資産 

法人税法に規定する定率

法によっております。 

 

 

 

 

(2)無形固定資産  

同左 

(1)有形固定資産  

定率法によっております。 

なお耐用年数は、以下の通

りです。 

建物 15年 

車両運搬具 6年 

工具器具及び備品6～15年 

(2)無形固定資産  

同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処

理しております。 

― 新株発行費 

支出時に全額費用として処

理しております。 

４．引当金の計上基準 

 

(1)貸倒引当金  

債権の貸倒れによる損失

に備えて、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備

えるため、支給対象期間を基

礎に当中間会計期間の負担

に属する支給見込額を計上

しております。 

(1)貸倒引当金  

同左 

 

 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

  同左 

(1)貸倒引当金  

同左 

 

 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備

えるため、支給見込み額のう

ち当期負担額を計上してお

ります。 

５．リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 



   期  別 
 

項  目 

第７期 中間会計期間 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１４年 ３月３１日 

第６期 中間会計期間 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ３月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

６．その他中間財務諸表

作成のための基本

となる事項 

(1) 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。な

お、仮払消費税等および仮受

消費税等は相殺の上、流動負

債の「その他」に含めて表示

しております。 

 

(2) 投資事業組合への出資金の

会計処理 

投資事業組合への出資金

は、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし

て、損益帰属方式により取り

込む方法によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等お

よび仮受消費税等は相殺の

上、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

(2) 投資事業組合への出資金

の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

(2) 投資事業組合への出資金

の会計処理 

同左 

 

（表示方法の変更） 
第７期 中間会計期間 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１４年 ３月３１日 

第６期 中間会計期間 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ３月３１日 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において有形固定資産として一括掲記し

ておりました「工具器具及び備品」（前中間会計期間

206,149千円）については、資産総額の100分の5超となった

ため、当中間会計期間より区分掲記しております。 

― 



（追加情報） 
第７期 中間会計期間 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１４年 ３月３１日 

第６期 中間会計期間 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ３月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

― （金融商品に係る会計基準について） 

金融商品については、当中間会計期

間より金融商品に係る会計基準（「金

融商品に係る会計基準の設定に関す

る意見書」）を適用しております。こ

の変更による当中間会計期間の損益

への影響はありません。 

 

 

（外貨建取引等会計基準） 

当事業年度より改訂後の外貨建取

引等会計基準（「外貨建取引等会計処

理基準の改訂に関する意見書」（企業

会計審議会 平成11年10月22日））を

適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合と比べ、経常

損失は78,250千円少なく、税引前当期

純損失は78,250千円少なく計上され

ております。 

（金融商品に係る会計基準について） 

金融商品については、当事業年度よ

り金融商品に係る会計基準（「金融商

品に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会平成11年1月

22日））を適用しております。この変

更による当事業年度の損益への影響

はありません。 

 

（外貨建取引等会計基準） 

当事業年度より改訂後の外貨建取

引等会計基準（「外貨建取引等会計処

理基準の改訂に関する意見書」（企業

会計審議会 平成11年10月22日））を

適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合と比べ、経常

利益は55,750千円多く、税引前当期純

利益は55,750千円多く計上されてお

ります。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 
第７期 中間会計期間 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１４年 ３月３１日 

第６期 中間会計期間 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ３月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

160,234千円 

 

※２ 担保提供資産及び担保債務 

   定期預金 500,000千円 

上記金額を関係会社㈱キャピ

タリスタの短期借入金500,000

千円の担保に供しております。 

※３ 平成13年12月21日開催の定時株

主総会において資本準備金

4,330,408千円のうち3,780,408

千円減少して550,000千円とす

る決議をしております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

68,770千円 

 

※２ ― 

 

 

 

 

※３ ― 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

93,068千円 

 

※２ 担保提供資産及び担保債務 

   定期預金 500,000千円 

上記金額を関係会社㈱キャピ

タリスタの短期借入金500,000

千円の担保に供しております。 

※３ ― 

 

 

 

 



（中間損益計算書関係） 
第７期 中間会計期間 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１４年 ３月３１日 

第６期 中間会計期間 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ３月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息 16,665千円 

受 取 配 当 金   53千円 

為替換算差益 75,768千円 

雑  収  入  8,114千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息   322千円 

新 株 発 行 費          480千円 

組  合  費  用 15,484千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

   投資有価証券売却益 

102,187千円 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

   建 物 除 却 損  970千円 

   買収関連手数料 20,482千円 

   契約変更違約金 38,071千円 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産        67,166千円 

無形固定資産         6,834千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息 34,213千円 

受 取 配 当 金 1,521千円 

為替換算差益 78,250千円 

雑  収  入 2,556千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息  108千円 

新 株 発 行 費           ― 

組  合  費  用 14,708千円 

※３ ― 

 

 

※４ ― 

 

 

 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産        31,250千円 

無形固定資産        5,732千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

受 取 利 息 65,380千円 

受 取 配 当 金 1,906千円 

為替換算差益 56,921千円 

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支 払 利 息  128千円 

新 株 発 行 費        1,261千円 

組  合  費  用 40,676千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

   投資有価証券売却益 

255,580千円 

※４ 特別損失のうち重要なもの 

   建 物 除 却 損 13,942千円 

   構築物除却損    219千円 

   車両運搬具除却損    377千円 

※５ 減価償却実施額 

有形固定資産        60,630千円 

無形固定資産        12,376千円 

 

（有価証券関係） 

当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計期間に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものは除く）に関する注記については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。なお、当

中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 



( リース取引関係)  

第７期 中間会計期間 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１４年 ３月３１日 

第６期 中間会計期間 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ３月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残 

高相当額      

           （単位：千円） 

       

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額とし、

各期への配分方法は利息法によって

おります。 

 

工具器具

及び備品 その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

11,856 2,622 14,479 

期末残高

相 当 額 
11,856 1,258 13,115 

１ 年 内                  7,651 

１ 年 超 6,207 

合    計 13,859 

支 払 リ ー ス 料 4,118 

減 価 償 却 相 当 額 3,722 

支 払 利 息 相 当 額 434 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残 

高相当額      

           （単位：千円） 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 
 

 

工具器具

及び備品 その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

6,701 1,363 8,065 

期末残高

相 当 額 
18,042 2,412 20,455 

１ 年 内                  7,277 

１ 年 超 13,859 

合    計 21,136 

支 払 リ ー ス 料 4,118 

減 価 償 却 相 当 額 3,722 

支 払 利 息 相 当 額 612 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残 

高相当額 

（単位：千円） 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 （単位：千円） 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

（単位：千円） 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同左 

 

 

工具器具

及び備品 その他 合計 

取得価額

相 当 額 
24,744 3,776 28,520 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

9,794 1,993 11,787 

期末残高

相 当 額 
14,949 1,783 16,732 

１ 年 内                  7,461 

１ 年 超 10,081 

合    計 17,543 

支 払 リ ー ス 料 8,236 

減 価 償 却 相 当 額 7,444 

支 払 利 息 相 当 額 1,137 

 

 

 

 

 

 

 

 



（後発事象） 
第７期 中間会計期間 
自平成１３年１０月 １日 

至平成１４年 ３月３１日 

第６期 中間会計期間 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ３月３１日 

前事業年度 
自平成１２年１０月 １日 

至平成１３年 ９月３０日 

自己株式取得について 

 当社は平成14年4月1日開催の取締

役会において、商法第210条の規定に

基づき、経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策の遂行を可能とする

ために自己株式を取得することを決

議し、平成14年4月2日東京証券取引所

のToSTNeT-2（終値取引）による買付

けにより自己株式を取得しておりま

す。 

 

１ 取得した株式の種類 

  当社普通株式 

２ 取得した株式の総数 

1,000株 

３ 取得価格 

440,000円 

株式分割について 

当社は平成13年5月14日開催の取締

役会決議において、平成13年5月31日

最終の株主名簿及び実質株主名簿に

記載された株主に対し、平成13年7月

23日付をもって、その所有株式1株を3

株の割合で分割することを決議いた

しました。これにより増加する株式数

は、平成13年5月31日最終の発行済株

式総数に２を乗じた株式数となる予

定であります。 

株式交換について 

 当社は平成13年10月29日開催の取

締役会において、平成13年12月5日を

交換期日として、株式交換により㈱パ

イナップルサーバーサービスを完全

子会社とする株式交換契約締結を決

議し、同日株式交換契約を締結致しま

した。 

 当社は㈱パイナップルサーバーサ

ービスとのインターネットデータセ

ンター（iDC）事業でのシナジー効果

を追求し、iDC事業の更なる拡大を目

的として、同社との株式交換を実施す

ることを決定致しました。 

 株式交換に際して発行する株式数

は、1,943株であり、当社株1株につき

交換される同社株は0.0145株であり

ます。この新株発行によって、当社の

資本の額は9,715万円増加致します。 

 

営業全部譲受について 

当社は、平成13年12月21日開催の定

時株主総会において、平成13年12月22

日を譲渡日として、100%出資子会社で

ある㈱エッヂコマースから、その営業

の全部を譲り受けることに関し、営業

譲渡契約を決議し、同日営業譲渡契約

を締結しました。 

同社は、当社グループのＥＣサイトの

設計・構築及びリサーチ事業を行って

まいりましたが、経営管理リソースと

ＥＣ事業のノウハウ蓄積を当社に集

約し、グループ企業の経営効率化を図

るものであります。 

 

 

 


